
人的資本　情熱を持って、価値を創造できる人財

ビジネスノウハウ　100年ノウハウ・技術・知財

長期パートナーシップ　協力会社・アライアンス・顧客

財務資本　攻めと守りの財務マネジメント

国内外拠点　きめの細かさ

自然資本　地球

成長を支える6つの事業基盤

【 協 力 会 社 】

【アライアンス】

【 顧 客 】

【 エ ネ ル ギ ー 】

【 資 材 】

【 水 資 源 】

【  前 田 建 設  】

【  前 田 道 路  】

【  前 田 製 作 所  】

【 J M 】

【倫理とコンプライアンス】
●提起された苦情の種類と件数
●倫理・コンプライアンス研修を受けた社員の割合

【ダイバーシティ】
●労働力のダイバーシティ（性別・年齢・障がい・国籍）

【健康と安全に関する指標（自社雇用労働者）】
●労災の件数（発生率）　●労災による死亡者数
●健康・安全研修の受講割合

【人財育成】
●人財育成投資　●社員1人当たりの研修受講時間
●人事部門主催研修の内容及び参加率

P.67 インフラ事業領域拡大と挑戦　P.69 セグメント紹介

P.107 会社概要

P.26 価値創造プロセス　P.29 ステークホルダーの声　P.69 セグメント紹介

P.55 環境への取り組み

土木事業、建築事業、舗装事業、インフラ運営事業、建設機械等の設計・製造・販売・レンタル・サービス、その他の関連事業の実績

土木・建築セグメント前友会（加入企業数）567社、舗装セグメント、共栄会（加入企業数）98社、瀝友会（加入企業数）57社
日本電信電話株式会社、東急株式会社、アクセンチュア株式会社、福岡地所株式会社、GL events、AEG　等
官公庁、不動産会社、交通インフラ・エネルギー企業等

電力（原油換算） 39,119.445kl　グリーン電力 4,538,000kwh　重油 47,856.01kl

2023年度公表予定
2023年度公表予定

国内拠点44箇所（本支店等16箇所、営業所28箇所）、海外拠点15箇所
国内拠点223箇所（支店11箇所、営業所111箇所、工場100箇所）、海外拠点1箇所
国内拠点29箇所（支店2箇所）、海外拠点1箇所56ディーラー
国内拠点14箇所（サテライト34箇所）、海外拠点3箇所

P.97 IR情報

P.98　P.101～102 非財務情報

2021年度実績
売上高6,829億円、売上総利益916億円（売上総利益率13.4%）、
一般管理費541億円、営業利益375億円（売上高営業利益率5.5%）、経常利益380億円（売上高経常利益率5.6%）、
当期純利益267億円（売上高当期純利益率3.9％）、
自己資本3,469億円、ROE15.0%、EPS94.7円、EBITDA691億円、付加価値額1,402億円
政策保有株の売却益の合計額7,808百万円　自己株式の取得：
　　2022年4月13日までに取得した自己株式の累計 
　　（1）取得した株式の総数 19,180,600株、 （2）取得価格の総額 19,999,983,864円
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投資インフラ投資の
乗数効果

開発事業の社会への供給実績（セカンダリー市場創出）

2021年度　太陽光発電2案件のインフラファンドへの売却

2022年度　風力発電1案件のインフラファンドへの売却

グローバル・インフラ・マネジメント株式会社　2つのインフラファンドの設立
　資本のリサイクルモデルへの取り組みの一つとして、当社は、東急株式会社（以下、「東急」）とともに、インフラ事業に長

年携わってきた互いの異なる強みをさらに活かし、近年、高まる新しいインフラへの市場ニーズに迅速かつ幅広く応えるた

めに、インフラを金融面で支える役割を担うグローバル・インフラ・マネジメント株式会社を設立しました。金融分野の専門

人財を中心に、インフラ事業のファイナンスや投資サポートなどを担っています。我が国では、近年インフラ課題への迅速な

対応に向け、官民連携や再エネ導入の促進などに向けた多くの政策が出されており、2022年6月には内閣府より「PPP/

PFI推進アクションプラン（令和4年改定版）※」が公表されました。その資金需要に対する新たな投資機会や安定的キャッ

シュフローを求める資本市場などからの注目も高まっており、同社が担う役割はより増していくものと考えています。

　PPP（官民連携）や環境エネルギー分野等におけるさらなる事業展開と国内インフラ資本市場の育成を目指すために、

同社では、アセット・クリエイション・ファンド・シリーズ（以下、「ACF」）とインカム・ファンド・シリーズ（以下「ICF」）という2

種類のインフラファンドも、2022年度の設立に向けた準備を2021年度に進めてきました。資本のリサイクルの創出・促進

に向け、この2種類のインフラファンドの設立は、株主である東急と当社が率先して進めるための大きな一歩でもあります。

グローバル・インフラ・マネジメント株式会社　　　https://www.gimc.jp/

資本のリサイクルによる価値創出
　インフロニアは、建物やインフラをつくるエンジニアリング力をベースに、企画・設計から施工そして維持運営の段階まで

関わり、開発リスクを取って長期的にリターンを生み出すようなインフラを社会に供給していきます。

それにより、

❶運営管理に継続関与しながらも、エクイティは年金ファンドなどの投資家に渡していきます。
❷PPP/PFI事業では、国や自治体にとっては、運営権の売却により得た収入で新たなインフラ等へ投資することが可能になります。

　また、再生可能エネルギー市場でも、私たちが良質な発電事業をつくり社会に供給することで、市場の活性化とカーボ

ンニュートラル実現に寄与します。このように資本のリサイクル、セカンダリー市場創出に積極的に取り組むことにより、イ

ンフラの整備や更新、年金財政等が抱える課題の解決に寄与すると考えています。

3. 資本のリサイクルの創出

インフラの未来に挑む  、当社の3つのビジネスモデル

※ PPP/PFI推進アクションプラン（令和4年改定版）https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/action_index_r4.html 参照
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